
中国四国管区行政評価局では、平成18年９月～11月にかけて、病院、医科・歯科診療所、保険薬局などにおける領収証
の交付状況や看護職員の対患者割合などの表示状況について、分かりやすい医療費情報の提供を促進するためこの調査を
実施しました。
調査結果に基づき、平成18年11月29日、病院や保険薬局などを指導監督する広島社会保険事務局に対して改善意見を通

知しました。
この調査は、「行政評価・監視」活動の一環として行ったものです。「行政評価・監視」とは、中国四国管区行政評価

局が行う活動の一つで、行政の運営状況を調査して、改善を推進するものです。
なお、同時に調査を行った鳥取行政評価事務所及び山口行政評価事務所もそれぞれ鳥取社会保険事務局、山口社会保険

事務局に改善意見を通知する予定です。

〔本件照会先〕
中国四国管区行政評価局

第一部第２評価監視官室
担当：西川 茂
電話：０８２－２２８－６２１４

平 成 １８ 年 １１ 月 ２９ 日

保 険 医 療 機 関 及 び 保 険 薬 局 等 が 交 付 す る
領 収 証 等 の 改 善 に 関 する 実 態 調 査 結 果

〈調査結果に基づいて改善通知 〉
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１ 医療費の内容の分かる領収証の交付の徹底
２ 明細証の交付に係る情報提供の促進 広島社会保険事務局
３ 院内掲示の適正化 平成18年11月29日

概略

通知事項

通知

〇 平成18年４月から医療費

の内容の分かる領収証の
無償 交付義務付け

体制の整わない保険医療機関

等は猶予期間６か月

○ 領収証より詳しい明細証
の交付について努力

〇 看護職員の対患者割合な
どは利用者が分かるように
掲示が必要

調査の背景

（目的）
〇 分かりやすい医療費情報
の提供を促進する目的で実
施

（調査手法）
〇 当局職員が病院、医

科・歯科診療所、保険薬
局などを実地に調査

〇 県民の方から提供を
受けた領収証や交付に
関する情報を活用

調査
全国初

１ 領収証
求めなければ交付しないものや

内訳の分からないものが散見

２ 明細証
患者への周知が無いこともあって、

交付実績がほとんどなし

３ 院内掲示
不適切な掲示が散見

明らかになった実態調査の目的等
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〇 平成18年４月から医療費の内容の分かる領収証の無償交付が義務化（猶予期間６か月）

保険医療機関及び保険医療養担当規則（昭和32年厚生省令第15号）、保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則（昭和32年厚生省令第16号）

〇 医科及び歯科にあっては初・再診料、検査等点数表の各部単位、保険薬局にあっては調剤技術料等点数表の各節単
位で、また、指定訪問看護事業者にあっては訪問看護基本療養費等別に表示

〇 患者の自己負担割合や保険点数の合計欄等を記載した標準様式を提示

〇 これらの事項を社会保険事務局は、集団指導を通じて保険医療機関、保険薬局に周知
しかし、指定訪問看護事業者への集団指導は未実施

義務化の内容が不徹底な状況あり 調査した468機関中97機関（20.7％）で延べ111事項
① 保険医療機関及び保険薬局460機関中

ⅰ 患者が求めなければ、領収証を交付しない場合があるもの ５機関
ⅱ 総額だけ記載し、医療費の内容が分からない領収証を交付しているもの 12機関
ⅲ 患者の自己負担割合や保険点数の合計表示がないなど分かりにくいもの 76機関
※ 集団指導を通じて周知しているにもかかわらず、なお不徹底な状況

② 指定訪問看護事業者８機関中
ⅰ 総額だけ記載し、医療費の内容が分からない領収証を交付しているもの １機関
ⅱ 患者の自己負担割合や保険点数の合計表示がないなど分かりにくいもの ３機関

医療費の内容の分かる領収証の交付について、
① 保険医療機関及び保険薬局に対し集団指導を実施するなどにより、さらに指導の徹底に努めること。
② 指定訪問看護事業者を対象とした集団指導を実施すること。

通知事項 １ 医療費の内容の分かる領収証の交付の徹底

制 度

調査結果

通知事項

指導状況
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〇 患者の求めがあれば、領収証より詳しい診療報酬点数の算定項目の分かる明細証の交付に努める。

〇 保険医療機関は、明細証を交付できる体制を整えているとして社会保険事務局に届け出た場合、
初診料に30円加算

〇 これらの事項を社会保険事務局は、集団指導を通じて保険医療機関、保険薬局に周知

① 明細証の交付が可能な保険医療機関等すべてにおいて交付可能な旨の掲示なし。

② 明細証の交付が可能な保険医療機関及び保険薬局33機関中27機関(81.8％)で交付実績なし。

ⅰ 明細証を交付できるとして社会保険事務局に届出て加算を受けているが、交付実績がないもの 10機関
ⅱ 自ら明細証の交付体制を整えているが、交付実績がないもの 17機関

〇 患者が希望すれば明細証の交付を受けることができることを「知らない」と答えたもの 1,025人中856人(83.5 ％)
〇 明細証の交付を「希望する」と答えたもの 1,015人中663人(65.3 ％)

明細証が交付できるとして社会保険事務局に届け出ている保険医療機関に対し、明細証が交付できる旨掲示するよう

指導すること。

通知事項 ２ 明細証の交付に係る情報提供の促進

制 度

調査結果

通知事項

聞き取り調査の結果

指導状況
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通知事項 ３ 院内掲示の適正化

制 度

調査結果

通知事項

◎ 保険医療機関は、院内の見やすい場所に、次の事項等を掲示しなければならない。
ⅰ）入院基本料に関する事項
ⅱ）入院時食事療養（Ⅰ）の基準に適合するものとして社会保険事務局長又は都道府県知事に届け出た事項
ⅲ）保険外併用療養の内容及び費用に関する事項

・保険医療機関及び保険医療養担当規則（昭和32年厚生省令第15号）
・療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項等（平成18年厚生労働省告示第107号）

◎ 具体的な掲示方法等
（例）・入院基本料の施設基準 ⇒ 届出事項・届出事項の概要（看護職員の対患者割合、看護要員の配置）

・特別療養環境室(差額ベット） ⇒ ベットの数及び料金
・金属床総義歯、入院期間が180日を越える入院 ⇒ 社会保険事務局長に報告した患者負担額

・「療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項等」及び「保険外併用療養費に係る
厚生労働大臣が定める医薬品等」の実施上の留意事項について（平成18年3月13日付け保医発第0313003号）

◎ 社会保険事務局は、保険医療機関に対し療担規則等に定める事項について周知徹底させることを目的として、指導することとされている。
・保険医療機関等及び保険医等の指導及び監査について（平成７年12月22日付け保発第117号）

広島県内の保
険医療機関
4,187機関の
うち、34機関
（11病院、13
医科診療所、
10歯科診療
所）を調査

医療サービスの内容及び費用について、患者に対し適正な内容の情報提供を図るため、次の措置を講じること。
① 個別の保険医療機関の申出に応じて、院内掲示の適切化について指導する仕組みを整備すること。
② 掲示に係る指導を計画的に実施するなど、院内掲示の適正化を図ること。

◎ 掲示の内容が不適切なものあり…実地調査した保険医療機関34機関中13機関(38.2%)で延べ26件

《主な不適切事例》

① 入院基本料の施設基準に関する届出内容の掲示がない。 …届出の15機関のうち４機関

② 入院基本料の施設基準の掲示内容が旧表記のまま。 …掲示している11機関のうち３機関

③ 夜勤から日勤への引継ぎ時間帯などの看護職員１人当たりの受持ち患者数が明確でない掲示がある。

…掲示している11機関のうち６機関

④ 入院時食事療養(Ⅰ)の基準に関する届出内容の掲示がない。 …届出の11機関のうち２機関

⑤ 入院時食事療養の特別管理の届出は廃止となったが、依然として掲示 …届出の10機関のうち３機関

⑥ 金属床総義歯に係る費用の掲示がない。 …金属床総義歯の施用を行うとしている13機関のうち２機関

⑦ 入院期間が180日を越える場合の入院費用について、報告とは異なる金額を掲示 …費用を徴収する９機関のうち３機関

◎ 一部の保険医療機関から、診療報酬の改定に伴い掲示内容の変更が頻繁に生じることから、掲示方法等について
直接指導を求める声あり
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○ 平成18年４月から処方せん様式に「後発医薬品への変更可（保険医署名付き）」欄を追加

○ 院外処方を行っている16機関のすべてが新様式を使用

４ 処方せん様式の変更状況

制 度

調査結果



 

 

 

保険医療機関及び保険薬局等が交付する領収証等の改善に関する実態調査結果 

 

報道資料（事例表等） 

 

 

第１ 通知事項１関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１～４頁 

第２ 通知事項２関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５～６頁 

第３ 通知事項３関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７～１７頁 

第４ 一般住民の方からの聞き取り調査結果・・・・・・・・ １８～１９頁 

 

 

中 国 四 国 管 区 行 政 評 価 局 
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第１ 通知事項１関係（医療費の内容の分かる領収証） 

 

１ 領収証の不適切な状況 

  広島県内の 468 機関（保険医療機関 312 機関、保険薬局 148 機関及び指定訪問看護事業者８機関）を調査した結果、次表のとおり、不

適切な状況が 97 機関（20.7％）で延べ 111 事項認められた。 
                                                             （単位：事業者、事項） 

不適切事業者数、事項数 左 の 不 適 切 な 事 項 の 内 容 

医療費の内容が記載されているが分かりにくいもの 

区分 

１事業

者当た

り不適

切事項

数 Ａ

事業

者数 

 

 

 Ｂ 

不 適 切

事 項 数

小計 

 

Ａ×Ｂ 

患者が求め

なければ領

収証を交付

しない場合

があるもの 

    Ｃ 

医療費の内容

が分からない

総額だけの領

収証を交付し

ていたもの 

     Ｄ

診療報酬の

各部・節を

統合してい

たもの 

自己負担割

合の表示が

なかったも

の 

保険点数の

合計の表示

がなかった

もの 

指定訪問看

護事業の提

供日の表示

がなかった

もの 

領 収 印 が

な か っ た

もの 

Ｃ、Ｄのうち電

子化加算を受

けていたもの 

１  ３  ３ ３       （２） 

２  ６ １２   ６      ６ （２） 

２  １  ２     １ １    

１ １６ １６    １６     

１  ５  ５     ５    

１ ２４ ２４       ２４  

保険医療機関 

１ １０ １０   １０      

保険医療機関小計  ６５ ７２ ３  ６ １０ １７ ６  ３０ （４） 

１  ２  ２ ２        

２  ６ １２   ６      ６  

１ １４ １４       １４  
保険薬局 

１  ６  ６     ６     

保険薬局小計  ２８ ３４ ２  ６  ０  ６ ０  ２０  

１  １  １   １       

２  １  ２     １ １    

１  １  １     １     

指定訪問看護事業

者 

１  １  １      １   

指定訪問看護事業者小計   ４  ５ ０  １  ０  ２ １ １  ０  

合  計  ９７ １１１ ５ １３ １０ ２５ ７ １ ５０ （４） 

（注） （ ）数字は、内数である。 
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 ２ 厚生労働省の指導 
                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                    

                                   

 

従前の領収証の例 厚生労働省が示した領収証の標準様式（医科）

平成 18 年 4 月から医療費の内容

（初・再診療料、検査等）の分か

る領収証の無償交付が義務化 

（猶予期間６か月） 
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  ３ 領収証の標準様式 

 

 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医 科 の 例 歯 科 の 例 

保険薬局の例 訪問看護事業の例 
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３ 不適切な領収証の事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総額だけ記載し、医療費

の内容がわからない領

収証 

患者の自己負担

割合がない領収

証
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第２ 通知事項２関係（明細証） 

 

１ 明細証の交付状況 

   次表のとおり、保険医療機関及び保険薬局において、明細証の交付体制があるもの３３機関中２７機関（８１．８％）で交付実績が 

  ない。 

 

 

（単位：機関） 

区 分 保険医療機関 保険薬局 小計 
指定訪問看護 

事業者 
計 

調査対象機関数  ３４  １７ ５１ ８ ５９ 

うち明細証交付体制あり    ２５(２１) ８(６)    ３３(２７)   ７(０)    ４０(２７) 

 

 

明細証が交付可能として電子

化加算を受けているもの 
   １１(１０)

 
   １１(１０)     １１(１０) 

 
自主的に明細証の交付体制を

整えているもの 
   １４(１１) ８(６)    ２２(１７)   ７(０)    ２９(１７) 

 

  （注）（ ）の数字は、明細証の交付実績がないものである。 
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 ２ 「領収証より詳しい診療報酬点数の算定項目のわかる明細証」の例 
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第３ 通知事項３関係（掲示が不適切な事例の紹介） 
 

１ 院内掲示の不適切な状況 
 

  広島県内の保険医療機関のうち３４機関の院内掲示について調査した結果、不適切な状況が次表のとおり、１３機関（38.2％）で 

延べ２６件認められた。 

 

 

入院基本料の施設基準 
入院時食事療養

（Ⅰ） 

特別養療環

境室 

金属床総義

歯 

200 床以上の

病院の再診 
入院期間が 180 日を超え

る入院 
    掲示事項の

     不適切状況 

不適切な 

状況がみられた 

機関及びその件数 

届出事項

の未掲示 

旧表記

の掲示 

看護職員数

の分かりに

くい掲示 

届出事項

の未掲示 

廃止され

た事項の

掲示 

ベッド数の未

掲示 

内容及び費用

の未掲示、未報

告 

他科の再診料を

掲示 
費用の未掲示

報告と異なる

掲示 

Ａ ２件     ○     ○ 

Ｂ ５件  ○ ○  ○   ○  ○ 

Ｃ １件   ○        

Ｄ ３件   ○ ○     ○  

Ｅ ３件  ○ ○   ○     

Ｆ １件   ○        

Ｇ ２件 ○   ○       

Ｈ ４件  ○   ○  ○   ○ 

Ｉ １件   ○        

Ｊ １件 ○          

Ｋ １件 ○          

Ｌ １件 ○          

Ⅿ １件       ○    

１３機関 ２６件 ４件 ３件 ６件 ２件 ３件 １件 ２件 １件 １件 ３件 

届出又は届出が必

要な機関数 
１５機関 １１機関 １０機関 １３機関 １機関 ９機関 
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２ 入院基本料の施設基準に適合するものとして届け出ているにもかかわらず、その届出事項を掲示していないもの 

  

《参考》届出事項を適切に掲示している病院の例 

 

 

 

 

                                                                   

                                     

                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コ メ ン ト 

・ 保険医療機関は、療担規則及び掲示事項等告示に基づき、その病

院又は診療所内の見やすい場所に、①入院基本料に関する事項、②

各種施設基準に適合するものとして、社会保険事務局長に届け出た

事項を掲示しなければならないこととされています。 

左の写真は、一般病棟 10 対 1 入院基本料の施設基準に適合する

として社会保険事務局長に届け出た事項を適切に掲示している病

院の例です。 

・ 今回調査した保険医療機関 34 機関のうち、入院基本料の施設基

準に適合するとして広島社会保険事務局長へ届け出ている保険医

療機関は 15 機関でしたが、このうち４機関がその届出事項を掲示

していませんでした。 
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３ 看護職員の配置に係る表記を平成 18 年度診療報酬改定に合致するよう改善していないもの 

 

《事例》                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                    

                                   

 

 

 

 

 

 

 

平成 18 年度診療報酬改定前 平成 18 年度診療報酬改定後 

「看護職員配置２：１」 「看護職員の実質配置１０：１」 

入院患者２人に対し看護職員１人を

雇用していることを意味する。 

平均して入院患者 10人に対し看

護職員１人が実際に勤務してい

ることを意味する。 

コ メ ン ト 

 

・ 看護職員等の配置に係る情報提供の推進の観点から、平成 18

年度診療報酬改定により、入院基本料に関する事項を掲示する

場合の看護職員等の配置に係る表記が、右表のとおり、患者に

対する看護職員の雇用数から患者に対する看護職員の勤務者数

に改正されました。 

・ 今回調査した保険医療機関 34 機関のうち、入院基本料に関す

る届出事項を掲示している保険医療機関は 11 機関でしたが、こ

のうち３機関が、看護職員の配置に係る表記を平成 18 年度診療

報酬改定に合致するよう改善していませんでした。 

《参考》看護職員の配置に係る表記を平成 18 年度診療報酬改定に合致する 

ように適切に改善している病院の例 
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４ 二つの勤務帯が重複する時間帯（例えば、夜勤者から日勤者への引継ぎ時間帯）における看護職員１人当たりの受持ち患者数が 

明確でない掲示がみられるもの 

 

《事例》                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コ メ ン ト 

 

・ 掲示上の留意事項によると、保険医療機関は、入院基本料に係る届出内

容の概要（看護要員の構成等）を掲示することとされています。 

  入院患者数 42 人の一般病棟で、一般病棟入院基本料の 10 対 1 入院基本

料を算定している病院の掲示例は、次のとおりです。 

【掲示例】 

 

 

 

 

 

 

・ 今回調査した保険医療機関 34 機関のうち、入院基本料に関する届出事項

を掲示している保険医療機関は11機関でしたが、このうち６機関において、

二つの勤務帯が重複する時間帯における看護職員１人当たりの受持ち患者

数が明確でない掲示がみられました。 

左の写真例の場合、二つの勤務帯が重複する８時から８時 30 分の間と 13

時 15分から 16時 45分の間の看護職員１人当たりの受持ち患者数が何人な

のか、明確ではありません（下図参照）。  

当病棟では、１日に 13 人以上の看護職員（看護師及び准看護師）が勤務してい

ます。なお、時間帯毎の配置は次のとおりです。 

・ 朝９時～夕方 17 時まで、看護職員１人当たりの受け持ち数は６人以内です。 

・ 夕方 17 時～深夜１時まで、看護職員１人当たりの受け持ち数は 14 人以内で

す。 

・ 深夜１時～朝９時まで、看護職員１人当たりの受け持ち数は 14 人以内です。 

コ メ ン ト 
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５ 入院時食事療養（Ⅰ）の基準に適合するものとして届け出ているにもかかわらず、その届出事項を掲示していないもの   

 
《参考》届出事項を適切に掲示している病院の例 

 

 

 

 

 

 

 

コ メ ン ト 

・ 保険医療機関は、療担規則及び掲示事項等告示に基づき、その病

院又は診療所内の見やすい場所に、入院時食事療養（Ⅰ）の基準に

適合するものとして社会保険事務局長又は都道府県知事に届け出

た事項を掲示しなければならないこととされています。 

また、掲示上の留意事項によると、当該届出を行ったことにより

患者が受けられるサービス等の内容をわかりやすく掲示すること

とされています。 

左の写真（赤線で囲った部分）は、入院時食事療養（Ⅰ）の基準

に適合するとして社会保険事務局長に届け出た事項を適切に掲示

している例です。 

・ 今回調査した保険医療機関 34 機関のうち、入院時食事療養(Ⅰ)

の基準に適合するとして広島社会保険事務局長又は都道府県知事

へ届け出ている保険医療機関は 11 機関でしたが、このうち２機関

が届出事項を掲示していませんでした。 

・ 食事療養の費用額算定表によると、食事療養の費用（１食につき）

は、入院時食事療養（Ⅰ）に適合する病院等の場合 640 円、入院時

食事療養（Ⅱ）に適合する病院等の場合 506 円となっており、入院

時食事療養に関する届出事項の掲示は、患者が入院費用を計算する

場合のひとつ目安となります。 

  なお、入院時食事療養（Ⅱ）の基準に適合する場合、保険医療機

関は社会保険事務局長へ届け出ることとされておらず、掲示は不要

です。 
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６ 平成 18 年度診療報酬改定により、入院時食事療養の特別管理に係る届出制度は廃止となったにもかかわらず、依然として当該届出を 

行っている旨を掲示しているもの 

 

《事例》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コ メ ン ト 

・ 平成 18 年度診療報酬改定以前は、次の要件を満たす食事療養を

提供する病院等については、社会保険事務局長又は都道府県知事

に届け出をして、食事療養費の特別管理加算が認められていまし

た。  

 ① 食事療養が栄養士によって行われていること 

 ② 適時に食事提供を行うこと（夕食については午後６時以降） 

 ③ 適温の食事提供を行うこと（保温・保冷配膳車、保温トレイ、

食器等を用い入院患者全員に適温の食事を提供） 

 ④ 電子レンジでの暖め直しをしない など 

 

しかし、適時・適温の食事提供を行っている医療機関が大半を

占める実態を踏まえ、平成 18 年度診療報酬改定により、入院時食

事療養の特別管理に係る届出制度（食事療養費の特別管理加算の

制度）は廃止されました。 

・ 今回調査した保険医療機関 34 機関のうち、平成 18 年度診療報

酬改定以前に、入院時食事療養の特別管理に係る届出を行ってい

た保険医療機関は 10 機関でしたが、このうち３機関は、制度廃止

後もなお、当該届出を行っている旨を掲示していました。 
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７ 特定療養環境室を利用した場合の料金のみを掲示し、部屋数（ベッド数）を掲示していないもの 

  

《事例》 

  

 

 

コ メ ン ト 

・ 療担規則によると、保険医療機関は、特別の療養環境の提供などの保険外併用療養費に係る事項については、その内容及び費用につき院内掲

示を行う旨定められています。 

また、掲示上の留意事項によると、保険医療機関は、患者を特別療養環境室に入院させた場合、保険医療機関内の見やすい場所、例えば、受

付窓口、待合室等に特別療養環境室の各々についてそのベッド数及び料金を患者にとって分かりやすく掲示しておくこととされています。 

・ 今回調査した保険医療機関 34 機関のうち特別療養環境室を備える保険医療機関は 10 機関でしたが、このうち１機関では、特別療養環境室を

利用した場合の料金のみを掲示しており、患者にとって、特別療養環境室が何室（床）あるのか分からないものとなっていました。 

《参考》特別療養環境室のベッド数及び料金を適切に掲示している 

病院の例 
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 ８ 金属床総義歯に係る費用について掲示していないもの 

 
《参考》金属床総義歯に係る費用について適切に掲示している 

歯科診療所の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コ メ ン ト 

・ 療担規則によると、保険医療機関は、金属床総義歯の提供などの保

険外併用療養費に係る事項については、その内容及び費用につき院内

掲示を行う旨定められています。 

また、掲示上の留意事項によると、金属床総義歯に係る費用を徴収

する保険医療機関は、金属床総義歯の概要及び金属床総義歯に係る費

用について、あらかじめ院内の見やすい場所に患者にとって分かりや

すく掲示しておかなければならないこととされ、さらには、その費用

等を定めた場合又は変更しようとする場合は、社会保険事務局長にそ

の都度報告するものとされています。 

 左の写真例は、金属床総義歯に係る費用について適切に掲示してい

る歯科診療所の例です。 

・ 今回調査した保険医療機関 34 機関のうち、歯科のある病院及び歯

科診療所は計 16 機関で、このうち、13 機関が金属床総義歯に係る施

用を行っていました。しかし、そのうちの２機関では、金属床総義歯

に係る費用について掲示していませんでした。 

・ 金属床総義歯に係る費用については、診療報酬点数表などによって

統一されたものはなく、ある程度、保険医療機関の判断で設定できる

ため、同じ金属を使用していても、その額は保険医療機関によって異

なります。 

  費用についての掲示がないと、患者は安心して治療を受けられませ

ん。 
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 ９ 再診に係る特別の料金として医科と歯科とで異なる金額を設定しているが、院内の掲示板に医科の再診に係る特別料金の額のみを 

掲示しているもの 

 

 

《事例》 

 

 

 

 

 

コ メ ン ト 

・ 療担規則によると、保険医療機関は、200 床以上の病院の再診に関

する事項などの保険外併用療養費に係る事項については、その内容

及び費用につき院内掲示を行う旨定められています。 

また、掲示上の留意事項によると、200 床以上の病院で、再診に係

る特別の料金を徴収しようとする病院は、必要な情報を病院の見や

すい場所に患者にとってわかりやすく明示することとされており、

さらには、再診に係る特別の料金等の内容を定め又は変更しようと

する場合は、社会保険事務局長にその都度報告することとされてい

ます。 

・ 今回調査した保険医療機関 34 機関のうち、200 床以上の病床を備

える保険医療機関は７機関で、このうち、再診に係る特別の料金を

徴収することとしている機関は１機関でした。 

当該保険医療機関では、再診に係る特別の料金として医科 808 円、

歯科 598 円と異なる金額を設定していましたが、内科掲示板はもと

より、歯科掲示板にも、歯科の再診に係る特別料金の額を掲示せず、

左の写真例のとおり医科の再診に係る特別料金の額のみを掲示して

いました。 
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 10 入院期間が 180 日を超える入院について、その具体的な患者負担の額を掲示していないもの 

 

《事例》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コ メ ン ト 

・ 療担規則によると、保険医療機関は、入院期間が 180 日を超える入院に関する事項などの保険外併用療養費に係る事項については、その内容及び

費用につき院内掲示を行う旨定められています。 

・ 今回調査した保険医療機関 34 機関のうち、入院期間が 180 日を超える入院について特別の料金を徴収することとしている保険医療機関は９機関で

したが、このうち１機関では、具体的な患者負担の額について掲示していませんでした。 

・ 入院期間が 180 日を超える入院に係る患者負担の額については、「社会的にみて妥当適切な範囲の額とし、入院料の基本点数の 100 分の 15 に相当

する点数をもとに計算される額を標準とする」こととされていますが、ある程度、保険医療機関の判断で設定できるため、その額は保険医療機関に

よって異なります。 

  具体的な患者負担額についての掲示がないと、患者は安心して治療を受けられません。 

 

《参考》入院期間が 180 日を超える入院について、その具体的な 

費用の額を適切に掲示している病院の例 
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 11 入院期間が 180 日を超える入院の費用について、社会保険事務局長に対し報告した金額とは異なる料金の額を掲示しているもの 

 

 

《事例》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コ メ ン ト 

・ 療担規則によると、保険医療機関は、入院期間が 180 日を超える入院に関

する事項などの保険外併用療養費に係る事項については、その内容及び費用

につき院内掲示を行う旨定められています。 

  また、掲示上の留意事項によると、入院期間が 180 日を超える入院につい

て特別の料金を徴収しようとする場合において、特別の料金等の内容を定め

又は変更しようとする場合は、社会保険事務局長にその都度報告するものと

されています。 

・ 今回調査した保険医療機関 34 機関のうち、入院期間が 180 日を超える入院

について特別の料金を徴収することとしている保険医療機関は９機関でした

が、このうち３機関では、社会保険事務局長に対し報告した金額とは異なる

金額を掲示していました。また、そのうち２機関は、報告後に金額を変更し

ていましたが、変更の報告を行わず、変更後の金額を掲示していました。 

例えば、ある病院（左の写真例）では、入院期間が 180 日を超える入院に

ついて、平成 15 年４月以降、一般からは 970 円/日、老人からは 950 円/日を

徴収する旨を広島社会保険事務局長に報告していましたが、平成 16 年４月 1

日以降、一般から 1,460 円/日、老人から 1,430 円/日徴収することに変更し、

社会保険事務局長に対する変更報告を行わず、変更後の金額を掲示していま

した。   

なお、入院期間が 180 日を超える入院に係る料金の額については、「社会的

にみて妥当適切な範囲の額とし、入院料の基本点数の 100 分の 15 に相当する

点数をもとに計算される額を標準とする」こととされていますが、当該３機

関が徴収することとしている現行の料金の額を調査したところ、上記の標準

に照らし不適正なものは認められませんでした。 
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第４ 一般住民の方からの聞き取り調査結果 
 

 

 

 

 

 

 

問１
　今年の４月から、病院、歯科医院や調剤薬局には、「医療費の内訳の
分かる領収証」を無償で交付することが義務付けられました。このことを
ご存知ですか。

はい
494人
（47.6％）

いいえ
544人
（52.4％）

　　1,038人

問２
　今年の10月以降病院、歯科医院や調剤薬局を利用しましたか？

はい
762人
（73.5％）

いいえ
275人(26.5％）

　　　1,037人

問３
　10月以降利用した病院、歯科医院、調剤薬局は、領収証
をくれましたか。

はい
702人
（91.9％）

いいえ
62人
(8.1％）

　　　７６４人

問４
　10月以降に病院などがくれた領収証は、「初・再診料」「検査」「投薬」
「注射」や「負担割合」など15項目程度に区分された内容の分かるもの
でしたか。

はい
601人
(84.8％）

いいえ
108人
(15.2％）

　　　709人
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問5
　領収証よりさらに詳しい医療費の明細が知りたい場合、患者さんが希望
すれば医療費の明細書を実費（無料～２千程度）で病院が発行することに
なっています。このことをご存知ですか。

はい
169人
（16.5％）

　　1,025人

問7
　同じ効能の薬でも比較的価格の高い先発医薬品と安価な後発医薬
品（ジェネリック医薬品）があることをご存知ですか。

はい
656人
（63.8％）

いいえ
373人
（36.2％）

　　1,029人

問６
　明細書を発行してもらうことで、自分の受けた医療の内容が
よくわかります。明細書の発行を希望されますか。

はい
663人
（65.3％）

いいえ
185人
(18.2％）

分からない
167人
(16.5％）

1,015人

問８
　同じ効能なら後発医薬品（ジェネリック医薬品）を使用したいと思われま
すか。

はい
663人
（64.9％）

いいえ
112人
（11.0％）

分からない
246人（24.1％）

　　　　1,021人


